


  

〈参考:日本経済の動向〉 

 平成 27 年度の我が国経済をみると、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資

を喚起する成長戦略を柱とする経済財政政策の推進により、雇用・所得環境が改善し、

原油価格の低下等により交易条件が改善する中で、緩やかな回復基調が続いている。た

だし、年度前半には中国を始めとする新興国経済の景気減速の影響等もあり、輸出が弱

含み、個人消費及び民間設備投資の回復に遅れがみられた。 

政府は、「希望を生み出す強い経済」、「夢をつむぐ子育て支援」、「安心につながる

社会保障」の実現に向け、平成 27 年 11 月 26 日に「一億総活躍社会の実現に向けて緊

急に実施すべき対策」（以下「緊急対策」という。）1を取りまとめた。雇用・所得環

境が改善する中、緊急対策等の効果もあって、景気は緩やかな回復に向かうことが見込

まれる。 

物価の動向をみると、原油価格等の下落の影響があるものの、経済の好循環が進展する

中で、物価の基調は緩やかに上昇している。 

この結果、平成 27 年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は 1.2％程度、名目国

内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は交易条件の改善もあって 2.7％程度と見込まれる。ま

た、消費者物価（総合）は 0.4％程度の上昇と見込まれる。(出典:平成 28 年 1 月 22 日閣議

決定「平成 28 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」) 

 

 

表3 主要経済指標の動向 

 

 

 

（単位：％）

平25 26 27 平25 26 27

＜鉱工業＞ 前年度比 9.9 5.4 0.2 3.2 ▲ 0.5 ▲ 1.0

＜電子部品・デバイス工業＞ 前年度比 21.1 24.6 3.8 6.0 9.8 1.5

＜輸送機械工業＞ 前年度比 9.4 ▲ 17.0 ▲ 7.1 3.1 ▲ 1.6 ▲ 2.0

前年比 0.3 2.6 0.9 0.4 2.7 0.8
「消費者物価の動き」三重県

「消費者物価指数結果」総務省統計局

前年比 3.6 0.0 ▲ 3.4 1.5 0.3 ▲ 1.3 「家計調査結果」総務省統計局

前年比 ▲1.1 ▲1.1 0.4 0.6 1.7 1.3 ｢商業販売統計年報」経済産業省

前年度比 11.1 ▲ 10.4 3.4 10.6 ▲ 10.8 4.6 「建築着工統計調査」国土交通省

前年度比 ▲ 3.7 0.9 0.3 21.5 4.3 ▲ 6.6 「建設工事受注動態統計調査報告」 国土交通省

前年度比 7.0 ▲ 11.6 1.1 5.9 ▲ 8.9 0.0
「新車新規登録台数」国土交通省中部運輸局

「統計データ」日本自動車販売協会連合会

前年比 ▲ 0.2 ▲ 0.3 1.2 ▲ 0.4 0.4 0.1

前年比 ▲ 1.3 ▲ 0.6 1.0 0.8 1.5 2.1

年度値 1.10 1.24 1.3 0.97 1.11 1.23
「労働市場月報」三重労働局

「一般職業紹介状況」厚生労働省

※ 三重県欄数値は、東海４県（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）の数値である。

全国三重県

鉱工業生産指数(原指数)

消費者物価指数
＜総合＞

家計消費支出
＜二人以上の世帯＞※

有効求人倍率（原数値）

新設住宅着工戸数

公共工事請負契約額
＜５００万円以上工事＞

備 考（出典)

「毎月勤労統計地方調査年報」   三重県

「毎月勤労統計調査結果報告」  厚生労働省

「鉱工業生産及び生産者製品在庫の動き」三重県

「鉱工業指数ﾃﾞｰﾀ｣ 経済産業省

常用雇用指数
＜事業所規模５人以上＞

百貨店・スーパー販売（旧：大型小売
店販売）（既存店調整値）

自動車（新車）登録台数

名目賃金指数（現金給与総額）
＜事業所規模５人以上＞
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3 県民所得(分配) 

 

 

 

 

県民所得(分配)は5兆8,532億円(対前年度比2.0％増)となり、2年ぶりの増加となりまし

た。 

 

(1) 県民雇用者報酬は、3兆4,919億円(同0.9％増)となり、2年ぶりの増加となりました。 

(2) 財産所得は、3,007億円(同4.5％増)となり、2年ぶりの増加となりました。 

(3) 企業所得は、2兆606億円(同3.6％増)となり、2年ぶりの増加となりました。 

 

一人当たり県民所得は、322万3千円(同2.5％増)となり、2年ぶりの増加となりました。 

 

表5 県民所得(分配)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民雇用者報酬、財産所得、企業所得がともに増加となり、県民所得(分配)は対

前年度比 2.0％増となりました。 

（単位：億円）

平成25年度 平成26年度 対前年度 構成比 26 27

増加率(%) (%)

 １ 県民雇用者報酬 34,642 34,609 34,919 0.9 59.7 ▲ 0.1 0.5

 ２ 財産所得 2,892 2,878 3,007 4.5 5.1 ▲ 0.0 0.2

 ３ 企業所得 20,246 19,899 20,606 3.6 35.2 ▲ 0.6 1.2

 ４ 県民所得 57,780 57,386 58,532 2.0 100.0 ▲ 0.7 2.0

一人当たり県民所得（千円） 3,152 3,144 3,223 2.5
※ 「一人当たり県民所得」は、企業の利潤なども含んだ県経済全体の所得水準を示す指標であり、

    県民個人の所得や賃金水準を示す値ではありません。

平 成 27 年 度 寄与度（%）

（速報値）
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